
 

令和５年９月２８日 

 

第３３回基本政策委員会を開催 

（今後の物流政策についての講演会を行いました） 

 

一般社団法人日本物流団体連合会(真貝康一会長)は、令和５年９月２５日（月）全

日通霞が関ビル（東京都千代田区霞が関）において第３３回基本政策委員会（委員

長：長谷川伸一物流連理事長）を開催しました。 

「基本政策委員会」は、国土交通省の物流政策部門と積極的に連携し、物流業界の

抱えるさまざまな諸課題、問題点について、特に陸・海・空のそれぞれの業界にわた

る横断的な影響のある項目に留意しながら、具体的な諸施策に関する審議を行いその

推進を図っており、年に２回開催しています。 

今回の第３３回委員会では委員会に先立ち、国土交通省総合政策局物流政策課長平

澤崇裕氏による「最近の物流政策の概要」と題した講演会が、対面・オンライン視聴

と併用で行われ、会員団体・企業から７７名の参加がありました。 

講演の内容としては、我が国を取り巻く物流の現状について話された後、総合物流

施策大綱(２０２１年度～２０２５年度)に沿った最近の物流政策について①物流ＤＸ

や物流標準化の推進によるサプライチェーン全体の徹底した最適化により「簡素で滑

らかな物流」の実現、②労働力不足対策と物流構造改革を推進して「担い手にやさし

い物流」の実現、③強靭で持続可能な物流ネットワークの構築により「強くてしなや

かな物流」の実現に向けた各種施策とその進捗状況について説明がありました。具体

的事例としては、ドローン物流の社会実装にむけた取り組み、官民物流標準化懇談会

における物流標準化の各種アクションプラン、高度物流人財の育成、トラックドライ

バー時間外労働の上限規制を遵守するために必要な労働環境の整備と荷主対策の深度

化及び監視体制の強化、2024年問題にむけた広報活動等様々な事例が報告されまし

た。また、令和５年３月に設置された「我が国の物流の革新に関する関係閣僚会議」

において、商慣行の見直し、物流効率化、荷主・消費者の行動変容についての抜本

的・総合的な対策をまとめた「物流革新に向けた政策パッケージ」についての紹介も

ありました。講演に続いた質疑応答では、参加者から物流政策に対する期待と要望が

寄せられました。 

委員会では、長谷川委員長の挨拶の後、平澤物流政策課長から「令和６年度予算・

自動車関係予算概算要求概要」について説明があり、意見交換が行われました。その

後、山田事務局長から物流連の令和５年度上期事業活動についての具体的内容の報告

と物流連の今後の主な活動についての説明がなされ閉会となりました。 

 

以   上 

担当：森下 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

講演する平澤崇裕物流政策課長           講演会の様子 

 

 

基本政策委員会会議風景 


